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市営住宅を取り巻く現状について 

（１）関連計画（以下、関連部分のみ抜粋） 

１）第 5次和泉市総合計画（平成 28 年 9 月）【計画期間：平成 28 年～平成 37 年】 

＜重点施策＞既存ストックの適正管理の促進 

〇施策の方針 

・公共施設や道路構造物の維持管理について、コスト縮減に努めるとともに、効率的で効果的

な施設の維持管理を行うため、損傷が大きくなる前に予防的な対策を計画的に推進します。 

・少子高齢化社会の進行に伴う市民のニーズや利用需要の変化に適応した公共施設等の適正配

置を推進します。 

〇具体的な取組み 

既存施設の長寿命化の促進 

・公共施設について、計画的な予防保全（点検、補修、補強等）を促進し、長寿命化及びライフ

サイクルコストの平準化を図ります。 

・道路橋長寿命化修繕計画や道路舗装修繕計画に基づき、道路構造物の補修等の長寿命化に向

けた取組みを推進します。 

・市営住宅長寿命化計画に基づき、市営住宅の計画的な集約化と建替えを推進します。 

資産保有の最適化 

・社会情勢や多様化する市民ニーズに的確に対応できる公共施設の有効利用を実現するため、

市が保有する施設の機能転換・再編成・廃止等について検討・実施します。 

 

２）和泉市公共施設等総合管理計画（平成 29 年 3 月）【計画期間：平成 29 年～平成 58 年】 

＜今後の方向性（市営住宅）＞ 

① 施設の最適化 

・市内の公的賃貸住宅及び民間住宅を含む住宅全体のストックの活用を優先的に検討しつつ、

入居戸数による建替えにより、市営住宅は将来的には 1,500 戸以下に縮減していくこととし

ます。 

・唐国住宅については、耐用年数を超過した木造・簡易耐火住宅を含む６住宅を集約し、入居

戸数での建替えを行っており、平成 31 年度に供用開始の予定となっています。 

・コミュニティバランスに配慮した住宅供給のため、多様な住宅の供給や、募集方法及び住宅

仕様の工夫による若年世帯の流入の促進を図ります。 

② 市民や事業者等との連携による効果的・効率的な市民サービスの提供 

・地域の行政課題について、地域のニーズも踏まえて、総合的な視点で今後の市営住宅のあり

方や新たな活用方法、統合・集約化した後の跡地利用等の方向性については、入居者や地域

住民の参画を得ながら検討を行います。 

・建替えにあたっては、PFI の活用など、民間との連携の方策を検討します。 

③ 安全・安心の確保 

・日常的な保守点検、不具合箇所の都度の修繕や計画修繕を適切に行います。定期的な点検の

資料２ 
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実施等を検討し、危険性が認められる箇所の早期の把握に努め、改善により施設を安全な状

態で維持するなど、計画的に維持管理を行います。 

・予防保全的な維持管理や耐久性の向上に資する改善を計画的に実施します。 

・十分な耐震性を有しない住棟については建替え、用途廃止等を検討し、改善に努めます。 

・入居者の安全と居住の質を確保するため、耐震化や共用部分等のバリアフリー化など居住水

準の向上に取り組みます。 

 

３）和泉市耐震改修促進計画（平成 29 年 3 月）【計画期間：平成 29 年～平成 38 年度】 

〇耐震化の現状と推移 

・本市の市有建築物の総数は、627 棟で現状耐震化率は平成 27 年度末現在で 82.9％（520 棟

/627 棟）となっています。このうち、「災害時に重要な機能を果たす建築物」の耐震化率は 

97.3％に達していますが、「その他耐震化すべき建築物」の耐震化率は 66.7％にとどまってい

る状況です。 

 

 

〇住宅の耐震化率の目標 

・「災害時に重要な機能を果たす建築物」の耐震化率は、その重要性を考慮し引き続き、平成

38 年度末の耐震化率 100％達成を目標とします。 

・また、「その他耐震化すべき建築物」については耐震化率目標を 95％に引き上げ、市有施設

が耐震化へ取り組むことにより、民間建築物の耐震化の誘導にも取り組んでいきます。
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（２）市内の人口・住宅の状況 

１）人口  

・平成 32 年以降人口は減少し続け、平成 52 年には人口ビジョン上位推計で 180 千人、下位推

計で 170 千人を下回る見込み。 

・一方、高齢化率は上昇し続け、上位推計で平成 52 年、下位推計で平成 47 年に 30％を超える。 

■人口の推移（資料：平成 27 年以前は国勢調査(年齢不詳分を按分)、平成 32 年以降は人口ビジョン（上位推計・下位推計））） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）世帯数 

・世帯数は増加し続け、平成 27 年には７万世帯を超えている。 

・高齢単身・高齢夫婦は増加、子供のいる世帯（夫婦と子供（18 歳未満）から成る世帯＋ひと

り親と子供（18 歳未満）から成る世帯）は減少傾向。 

■世帯属性別世帯数の推移（国勢調査） 
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３）住宅の概況 

・住宅総数・世帯総数ともに増加傾向。 

・世帯総数に対する住宅総数の割合は横ばいで、平成 25 年時点で 1.11。 

■住宅数と世帯数の推移（住宅・土地統計調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・所有関係別世帯数をみると、持ち家や民営借家は増加傾向である一方、公営住宅等に住む世

帯は減少傾向。 

■所有関係別世帯数の推移（国勢調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・借家全体(公営住宅等、民営の借家、給与住宅、間借りの合計)に占める公営住宅等に住む世

帯の割合は 35.4％と、大阪府と比べて高い。 

■所有関係別世帯数の割合（平成 27 年国勢調査） 
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公営・都市再⽣機構・公社の借家 7,102 10.1% 35.4% 351,554 9.1% 20.8%
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４）民営借家の状況 

①和泉市の概況 

・平成３年以降に建設された住宅が約７割を占め、建築年の新しい民営借家が多い。周辺市・

大阪府と比べても、その割合は高い。 

■民営借家の建築時期別住宅数（平成 25 年住宅・土地統計調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・延べ床面積 30 ㎡以上の割合が 63.2％と、周辺市と比べて低い。 

■民営借家の延べ床面積別住宅数（平成 25 年住宅・土地統計調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・和泉市の平均家賃は 5.1 万円と、大阪府と比べて約 0.8 万円低い。 

■民営借家の１ヶ月あたり家賃別住宅数（平成 25 年住宅・土地統計調査） 
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②家賃負担率の状況 

・年収 200 万円未満の世帯の家賃負担率（年収に占める家賃の割合）は 45.8％。 

■民営借家における年収別家賃負担率（平成 25 年住宅・土地統計調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③賃貸用空き家の状況 

・賃貸用空き家は平成 20 年から 25 年にかけて減少しており、平成 25 年時点で 3,200 戸程度。 

■空き家数と空き家率の推移（平成 25 年住宅・土地統計調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・賃貸用空き家の腐朽・破損なしの割合は 72.5％で、周辺市と比べやや高い。 

■賃貸用空き家の腐朽・破損状況（平成 25 年住宅・土地統計調査） 
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5.91万円

5.93万円

5.86万円

5.76万円

5.05万円

5.16万円

4.99万円

5.34万円

4.54万円

4.70万円

4.64万円

4.55万円

4.00万円

4.11万円
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鳳駅

東羽衣駅

富木駅

北信太駅

信太山駅

和泉府中駅

久米田駅

1K～1DK 1LDK～2DK

快速電車停車駅 

岸和田市 

和泉市 

高石市 

堺市 

掲載物件数：202 件 

194 件 

372 件 

250 件 

253 件 

231 件 

248 件 

305 件 

280 件 

371 件 

198 件 

282 件 

458 件 

556 件 

348 件 

390 件 

④賃貸に出ている民間借家の状況（「不動産情報サイトスマイティ」より整理） 

 ・和泉市内にある和泉府中・信太山・北信太駅エリアは周辺の他駅と比較し、家賃が低い。 

■ＪＲ阪和線沿線の家賃相場（1K～1DK／1LDK～2DK） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「スマイティ」に登録されている賃貸物件の平均賃料を算出したもの 

 

 ・家賃が４～６万円の物件が多く、約半数を占める。４万円未満の物件は 22.2％（191 件）。 

■富秋中学校区等で賃貸に出ている物件の家賃帯 

 

 

 

 

 

 ※町名が「幸 / 伯太町 / 池上町 / 富秋町 / 府中町 / 上町 / 尾井町 / 王子町 / 葛の葉町 / 太町」の物件を抽出 
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（３）住宅確保要配慮者の状況 

１）住宅確保要配慮者・世帯数の推移 

①低年収の世帯数の推移 

・年収 300 万円未満の世帯が増加しており、平成 25 年時点で年収 200 万円未満の世帯は 14,480

世帯。 

■年間収入階級別世帯数の割合の推移（住宅・土地統計調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・民営借家居住世帯のうち、年収 200 万円未満の割合は 44.0％。 

■所有関係別年間収入階級別世帯数の割合（平成 25 年住宅・土地統計調査） 
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29.1% 27.7%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

0

20,000

40,000

60,000

80,000
（世帯）

一般世帯 18歳未満の世帯員のいる世帯 一般世帯に対する割合

7,268
7,670

6,999 7,094 7,208

1,119 1,240 1,300 1,239 1,318

660 761 848 909 988

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000
（世帯）

身体障がい者手帳 療育手帳 精神障がい者保健福祉手帳

②高齢者や障がい者などの人口・世帯数の推移 

・高齢者・障がい者・外国人数は増加傾向、一方、子育て世帯は減少傾向。 

■高齢者数の推移（国勢調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■障がい者世帯 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■子育て世帯（国勢調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

■外国人数（国勢調査） 

  

13,446 16,629
20,238

24,266

8,275

11,371

14,272

17,879

21,721

28,000

34,510

42,145

平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000
（人）

65～74歳 75歳以上

1,453 1,520 1,563
1,805

0.84% 0.85% 0.84%
0.97%

0.0%

0.2%

0.4%

0.6%

0.8%

1.0%

平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500
（人）

外国人数 総人口に対する割合
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（４）市営住宅の状況 

１）市営住宅ストックの現況 

①概況 

・市営住宅は 20 団地・2,210 戸、大半が４階建ての中層住宅。 

・77％が環境改善整備事業に伴う改良住宅で、そのうち 32 戸が店舗付住宅。 

・1980 年度（昭和 55 年度）以前に建設された団地が 1,080 戸あり、約半数。 

・耐震性に課題のある住戸は 893 戸。そのうち 117 戸は除却予定。 

■市営住宅の概況（竣工年度別） 

 

公営 

住宅 

 

      

改良 

住宅 

 

      

竣工年度 ～Ｓ40 S41～50 S51～55 S56～60 S61～H2 H3 以降 

■市営住宅の一覧・概要 

 

  
店舗兼住宅

公営住宅 横⼭住宅 3 5 5 - - 昭和28年度 ⽊造平屋 829

松尾寺住宅 6 9 9 - - 昭和30年度 ⽊造平屋 1,741

春⽊住宅 5 10 10 - - 昭和31年度 ⽊造平屋 2,756

池上住宅 11 20 20 - - 昭和34年度 ⽊造平屋 2,710

16 32 32 - - ⽊造平屋 17,035

4 20 20 - - 簡易耐⽕平屋

1 16 16 - - 中層耐⽕4階

丸笠団地 8 132 132 - - 昭和42年度 中層耐⽕4階 17,076

伯太団地 1 16 16 - - 昭和46年度 中層耐⽕5階 4,300

坊城川住宅 6 45 45 - - 平成8年度 中層耐⽕3階 5,272

繁和第⼆住宅 4 85 85 - - 平成12〜14年度 ⾼層耐⽕8階／中層耐⽕3・4階 7,488

⿊⿃第⼆住宅 4 106 106 - - 平成19〜21年度 中層耐⽕4・5階 9,266

公営住宅計 69 496 496 - -

改良住宅 伯太団地 3 64 64 0 - 昭和44〜45年度 中層耐⽕4階 4,300

和泉第⼀団地 5 312 312 0 - 昭和49年度 ⾼層耐⽕7・9・10階／中層耐⽕5階 16,063

幸団地 13 211 206 7 5 昭和50〜60年度 中層耐⽕3・4階 21,398

王⼦第⼀団地 4 72 72 0 - 昭和52〜54年度 中層耐⽕4階 7,070

旭第⼆団地 14 264 262 1 2 昭和53〜62年度 中層耐⽕3・4階／⾼層耐⽕6・7階 24,627

幸第⼆団地 13 248 244 4 4 昭和53〜63年度 中層耐⽕4階 22,908

王⼦第⼆団地 8 136 135 10 1 昭和53〜平成2年度 中層耐⽕3・4階 12,087

旭第⼀団地 9 126 125 5 1 昭和55〜平成4年度 中層耐⽕3・4階 13,676

⼭⼿団地 9 126 126 0 - 昭和61〜平成4年度 中層耐⽕3・4階 12,703

永尾団地 9 147 147 5 - 昭和62〜平成元年度 中層耐⽕3・4階 15,483

改良住宅計 87 1,706 1,693 32 13

第三種住宅 伯太第⼆改造住宅 9 21 21 - - 昭和29年度 ⽊造平屋 2,518

総計 165 2,223 2,210 32 13

構造／階数 敷地⾯積

唐国住宅 昭和36〜49年度

種別 住宅名 棟数 住⼾数 竣⼯年度
管理⼾数 ⽤途廃⽌

74 世帯／117 ⼾ 90 世帯／164 ⼾ 

254 世帯／396 ⼾ 324 世帯／403 ⼾ 451 世帯／509 ⼾ 335 世帯／364 ⼾ 

225 世帯／236 ⼾ 

H30 年度までに唐国
住宅への集約建替が
完了する予定 

主に 
丸笠 

耐 震 性 に
課 題 の あ
る住宅 

和泉第⼀、 
伯太 

19 世帯／21 ⼾ 

389 世帯 
／517 ⼾ 

1,383 世帯 
／1,693 ⼾ 

新耐震基準により建設

耐震診断で確認済

耐震性なし（建替予定）

耐震性なし（除却予定）

耐震性なし（要補強）

幸 
王⼦第⼀ 
など 
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■市営住宅の分布 
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②空き家の状況 

・一般空家は 114 戸（5.2％）、政策空家は 324 戸（14.7％）。 

・一般空家が 10％を越える団地は、幸第二団地（13.1％）、旭第一団地（12.8％）。 

・横山住宅、松尾寺住宅、春木住宅、池上住宅、唐国住宅、丸笠団地、伯太団地、和泉第一団

地、王子第一団地は、団地内の全住棟が募集停止となっているため、政策空家割合が特に高

い。 

■空き家の状況（平成 29 年 3 月時点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※一般空家：募集中の空家、政策空家：改善または建替の必要性等から、募集を行っていない空家。 

 

  

⼾数 率 ⼾数 率 ⼾数 率

- - 1 20.0% 4 5 1 20.0%

- - 4 44.4% 5 9 4 44.4%

- - 5 50.0% 5 10 5 50.0%

- - 7 35.0% 13 20 7 35.0%

- - 21 30.9% 47 68 21 30.9%

- - 64 48.5% 68 132 64 48.5%

- - 6 37.5% 10 16 6 37.5%

2 4.4% - - 43 45 2 4.4%

5 5.9% - - 80 85 5 5.9%

4 3.8% - - 102 106 4 3.8%

- - 22 34.4% 42 64 22 34.4%

- - 119 38.1% 193 312 119 38.1%

8 3.9% 25 12.1% 173 206 33 16.0%

- - 14 19.4% 58 72 14 19.4%

22 8.4% 1 0.4% 239 262 23 8.8%

32 13.1% 3 1.2% 209 244 35 14.3%

8 5.9% 7 5.2% 120 135 15 11.1%

16 12.8% 6 4.8% 103 125 22 17.6%

12 9.5% 4 3.2% 110 126 16 12.7%

5 3.4% 6 4.1% 136 147 11 7.5%

第三種住宅 - - 9 42.9% 12 21 9 42.9%

114 5.2% 324 14.7% 1,772 2,210 438 19.8%総数

⼀般空家＋政策空家

永尾団地

伯太第⼆改造住宅

⼀般空家 政策空家
⼊居⼾数 管理⼾数区分

改良住宅

伯太団地

和泉第⼀団地

幸団地

王⼦第⼀団地

旭第⼆団地

幸第⼆団地

王⼦第⼆団地

旭第⼀団地

⼭⼿団地

丸笠団地

伯太団地

坊城川住宅

繁和第⼆住宅

⿊⿃第⼆住宅

公営住宅

横⼭住宅

松尾寺住宅

春⽊住宅

池上住宅

唐国住宅
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参考：店舗付き住宅の空き家をまちづくり拠点として活用 

・空き店舗化している団地内の店舗付き住宅を用途廃止し、地域で需要のある福祉施設や地域

産業（ガラス工房等）、ＮＰОの活動拠点など地域活性化に資する拠点として活用。 

・平成 17 年度から現在まで 12 箇所で用途廃止・転用され、地域活性化や高齢者の見守り支援

に貢献。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

従前（空き店舗） 従後の例（すこやかリビング） 



14 

③老朽化の状況 

・建築時期の古いものが多い改良住宅の方が、深刻な不具合の発生件数が多い。 

■団地別 深刻な不具合の発生件数(経常修繕実績より) 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「深刻な不具合」と判断したもの：「外壁の劣化（腐食や剥落の恐れ）」「屋上防水や配管の劣化による水漏

れ」「配管の詰まり」 

 

・また、大半の団地で、建設以来、長寿命化改善事業等がほとんど行われていない。計画修繕と

して外壁改修が行われたのは、全 165 棟のうち約 10 棟(いずれも改良住宅)のみである。 

④設備等の状況 （いずれも戸数ベースの割合） 

・公営住宅は高齢化仕様に約半数が対応、改良住宅は概ね高齢化仕様に対応していない。 

■高齢化仕様の対応状況 

 

 

 

 

 

・公営住宅は、浴室なしが 22.6％と一定数あるが、いずれも現在集約建替中の団地である。 

・改良住宅は、すべて浴室ありだが、浴槽なしが 95.6％と多くを占める。 

■浴室・浴槽の設置状況 

 

 

 

 

 

・公営住宅は約半数、改良住宅は約７割がエレベーターなし。 

■エレベーターの設置状況（※３階建以上のみで集計） 

 

 

 

 

  

52.3%

71.0%

67.4%

0.0%

5.8%

4.7%

47.8%

23.2%

27.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公営住宅

(n=400)

改良住宅

(n=1,693)

計

(n=2,093)

なし 一部あり あり

22.6% 48.9%

4.4%

28.4%

95.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公営住宅

(n=517)

改良住宅

(n=1,693)

浴室なし 浴室あり浴槽あり 浴室あり浴槽なし

45.8%

0.8%

54.2%

99.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公営住宅

(n=517)

改良住宅

(n=1,693)

高齢化仕様対応あり 高齢化仕様対応なし

公営住宅 改良住宅
件数 件数

1 2

0 33

0 58

4 9

6 41

9 74

11 25

2 26

5 22

2 11

2 301

42

横⼭住宅

松尾寺住宅

春⽊住宅

池上住宅

旭第⼆団地

伯太第⼆改造住宅

区分

総数

丸笠団地

伯太団地

坊城川住宅

繁和第⼆住宅

⿊⿃第⼆住宅

唐国住宅

区分

伯太団地

和泉第⼀団地

幸団地

王⼦第⼀団地

総数

幸第⼆団地

王⼦第⼆団地

旭第⼀団地

⼭⼿団地

永尾団地
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２）入居者の状況 

①入居者の世帯人員 

・公営・改良住宅ともに１人世帯・２人世帯が多い。いずれも 65 歳以上が入居する割合は７割

以上。 

■世帯人員別世帯数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※グループホームとして活用を行っているものは除いている。（計 12 戸分） 

 

②世帯主の年齢 

・公営・改良住宅ともに 65 歳以上が最も多く、いずれも６～７割を占める。 

■世帯主の年齢階級別世帯数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※グループホームとして活用を行っているものは除いている。（計 12 戸分） 

  

24

（1.7%）
78

（5.7%）

176

（12.8%）

189

（13.8%）

84

（6.1%）

822

（59.9%）

2

（0.5%）
8

（2.1%）
39

（10.1%）

43

（11.1%）

32

（8.3%）
263

（68.0%）

公営住宅（n=387） 改良住宅（n=1,373） 

公営住宅（n=387） 改良住宅（n=1,373） 

103

(78.0%)

125

(82.2%)

30

(52.6%)

17

(47.2%)

4

(40.0%)

29

(22.0%)

27

(17.8%)

27

(47.4%)

19

(52.8%)

6

(60.0%)

0 50 100 150 200

1人世帯

(n=132)

2人世帯

(n=152)

3人世帯

(n=57)

4人世帯

(n=36)

5人以上

(n=10)

（世帯数）

65歳以上入居 その他の世帯

439

(73.9%)

308

(70.5%)

71

(37.8%)

26

(28.3%)

18

(29.0%)

155

(26.1%)

129

(29.5%)

117

(62.2%)

66

(71.7%)

44

(71.0%)

0 100 200 300 400 500 600 700

1人世帯

(n=594)

2人世帯

(n=437)

3人世帯

(n=188)

4人世帯

(n=92)

5人以上

(n=62)

(世帯数）

65歳以上入居 その他の世帯

20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～64歳 65歳以上
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３）募集・応募の状況 

①募集方法 

・公営住宅・改良住宅ともに一般募集に加えて、「福祉世帯向け（高齢者世帯、ひとり親世帯、

障がい者世帯、ハンセン病療養所入所者等の世帯）」「若年世帯向け」「車いす常用者向け」の

募集を行っている。 

・改良住宅についても地域外からの募集申込みは可能となっている。 

・募集後応募のない住戸については、平成 29 年 10 月より先着順募集を開始した。 

 

■募集種別 

種別 要件 

一般  

福祉世帯向け 次のいずれかの世帯にあてはまり、かつ一般世帯向け申込資格の条

件を満たす者 

①高齢者世帯 

②ひとり親世帯 

③障がい者世帯 

④ハンセン病療養所入所者等の世帯 

若年世帯向け 次の①もしくは②の世帯にあてはまり、かつ一般世帯向け申込資格

の条件を満たす者 

①18 歳に達する日以後最初の３月 31 日までの間にある者がい

る世帯 

②夫婦の合計年齢が 70 歳未満の世帯 

車いす常用者向け 次のすべての条件にあてはまり、かつ一般世帯向け申込資格の条件

を満たす者 

①身体障がい者手帳または戦傷者手帳の交付を受けている者の

いる世帯 

②下肢または体幹の機能障がいの程度が高い車いす常用者がい

る世帯 
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10.7

17.3

13.5
13.0

44.6

31.7

52.0

43.7

31.4

24.6
22.6

20.1
23.0

28.0

20.4

7.2
8.8 2.9

5.9

4.6
2.9

6.5 7.5
4.2 3.9

2.0 1.5 1.9 1.1 0.6

0

10

20

30

40

50

60

H15年度 H16年度 H17年度 H18年度 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

公営住宅

改良住宅

当初入居者

960

（65.3%）

募集入居者

510

（34.7%）

②募集・応募状況 

・平成以降に建設された比較的新しい住宅が多い公営住宅の応募倍率は、平成 24 年度以降、約

20 倍程度で概ね推移。 

・一方、改良住宅の応募倍率は、やや低下傾向にあり、ここ５年は１～２倍程度で推移。 

・入居者は当初入居者が 65.3％を占める。（当初入居者から地位承継した入居者も含む） 

■応募倍率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■過去 5年間の募集・応募状況 

 

  

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

■改良住宅の入居者属性 

n=1,470（平成 30 年１月末時点） 

募集⼾数 応募数 倍率
公営住宅 7 158 22.6

改良住宅 44 89 2.0

合計 51 247 4.8

公営住宅 10 201 20.1

改良住宅 53 79 1.5

合計 63 280 4.4

公営住宅 8 184 23.0

改良住宅 39 73 1.9

合計 47 257 5.5

公営住宅 1 28 28.0

改良住宅 75 79 1.1

合計 76 107 1.4

公営住宅 7 143 20.4

改良住宅 75 48 0.6

合計 82 191 2.3

平成29年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

平成28年度
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③若年世帯向け改修の取り組み 

・若年世帯の入居を促進するため、平成 28 年度より、若年世帯向け改修を実施している。（平

成 28 年度１件、平成 29 年度２件） 

・保育圓や学校から近い住棟において、間取りの変更や和室の洋室化などを行い、若年世帯向

けに募集を行っている。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 
改修前 改修後 


